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  埼玉県環境影響評価条例施行規則の一部を改正する規則 新旧対照条文 

埼玉県環境影響評価条例施行規則（平成７年１１月３０日埼玉県規則第９８号、平成２５年３月２５日改正） 

（傍線部分は、改正部分） 

改正後 改正前 

  

（調査計画書等） （調査計画書等） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ 条例第４条第３項の規定により提出する調査計画書等及び地域を記載し

た書類の部数は、百部とする。 

２ 条例第４条第３項の規定により提出する調査計画書及び地域を記載した

書類の部数は、百部とする。 

３ 条例第４条第３項の規則で定める物は、調査計画書等の内容を記録した

磁気ディスク又は光ディスク（これらに準ずる方法により一定の事項を確

実に記録しておくことができる物を含む。第３２条第１項及び第３項にお

いて同じ。）とする。 

３ 条例第４条第３項の規則で定める物は、調査計画書の内容を記録した磁

気ディスク又は光ディスク（これらに準ずる方法により一定の事項を確実

に記録しておくことができる物を含む。以下同じ。）とする。 

  

第３条 （略） 第３条 （略） 

  

（公告事項） （公告事項） 

第４条 条例第６条第１項、第１２条第１項、第１５条第２項、第１９条第

１項及び第３０条の３第１項の規則で定める事項は、縦覧の期間とする。 

第４条 条例第６条、第１２条、第１５条第２項、第１９条及び第３０条の

３の規則で定める事項は、縦覧の期間とする。 

  

（縦覧の場所） （縦覧の時間及び場所） 

第５条 条例第６条第１項、第１２条第１項、第１９条第１項及び第３０条

の３第１項の縦覧の場所は、次に掲げるとおりとする。 

第５条 条例第６条、第１２条、第１９条及び第３０条の３の縦覧の時間は、

午前９時から午後４時３０分までとし、その場所は、次に掲げるとおりと

する。 

一～四 （略） 一～四 （略） 

  

（事業者による調査計画書等の公表） （新設） 

第５条の２条例第６条第２項の規定による調査計画書等の公表は、次に掲げ

る方法のうち適切な方法により行うものとする。 

 一 事業者のウェブサイトに掲載する方法 

 二 関係市町村の協力を得て、関係市町村のウェブサイトに掲載する方法 
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（調査計画書説明会の公告の方法） （新設） 

第５条の３条例第６条の２第２項の規定による公告は、日刊新聞紙への掲載、

印刷物の配布、掲示板への掲示その他の適当な方法のうち、二以上の方法

により行わなければならない。 

 

  

（調査計画書に係る責めに帰することのできない理由） （新設） 

第５条の４条例第６条の２第３項の規則で定める事業者の責めに帰すること

のできない理由は、天災その他の不測の事態及び調査計画書説明会の開催

の妨害とする。 

 

  

（調査計画書の内容の周知） （新設） 

第５条の５条例第６条の２第３項の規定による周知は、次に掲げる方法のう

ち適切な方法により行うものとする。 

 

 一 調査計画書を要約した書類を求めに応じて提供することを公告した後、

当該調査計画書を要約した書類を求めに応じて提供する方法 

 二 調査計画書の概要を公告する方法 

 

２ 第５条の３の規定は、前項各号の規定による公告について準用する。  

  

第６条 （略） 第６条 （略） 

  

（準備書等） （準備書等） 

第７条 （略） 第７条 （略） 

２･３ （略） ２･３ （略） 

４ 条例第１１条の規則で定める物については、第２条第３項の規定を準用

する。この場合において、同項中「調査計画書等」とあるのは「準備書等」

と読み替えるものとする 

４ 条例第１１条の規則で定める物は、準備書等の内容のうち知事が指定し

た事項に係る部分を記録した磁気ディスク又は光ディスクとする。 

  

（事業者による準備書等の公表） （新規） 

第７条の２条例第１２条第２項において準用する条例第６条第２項の規定に

よる準備書等の公表については、第５条の２の規定を準用する。この場合

において、同条中「調査計画書等」とあるのは、「準備書等」と読み替え

るものとする。 
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（準備書説明会等の公告の方法） （説明会等の公告の方法） 

第８条 条例第１３条第２項において準用する条例第６条の２第２項の規定

による公告及び条例第１５条第２項の規定による公告については、第５条

の３の規定を準用する。 

第８条 条例第１３条第２項及び第１５条第２項の規定による公告は、日刊

新聞紙への掲載、印刷物の配布、掲示板への掲示その他の適当な方法のう

ち、二以上の方法により行わなければならない。 

  

（準備書説明会に係る責めに帰することのできない理由） （事業者の責めに帰することのできない理由） 

第９条 条例第１３条第２項において準用する条例第６条の２第３項の規則

で定める事業者の責めに帰することのできない理由については、第５条の

４の規定を準用する。この場合において、同条中「調査計画書説明会」と

あるのは、「準備書説明会」と読み替えるものとする。 

第９条 条例第１３条第３項の規則で定める事業者の責めに帰することので

きない理由は、天災及び説明会の開催の妨害とする。 

  

（準備書の内容の周知） （準備書の記載事項の周知） 

第１０条 条例第１３条第２項において準用する条例第６条の２第３項の規

定による周知については、第５条の五の規定を準用する。この場合におい

て、同条第１項中「調査計画書」とあるのは、「準備書」と読み替えるも

のとする 

第１０条 条例第１３条第３項の規定による周知は、次に掲げる方法のうち

いずれかの方法により行うものとする。 

（削る） 一 準備書を要約した書類を求めに応じて提供することを公告した後、当

該準備書を要約した書類を求めに応じて提供する方法 

（削る） 二 準備書の概要を公告する方法 

（削る） ２ 第８条の規定は、前項各号の規定による公告について準用する。 

  

第１１条～第２０条 （略） 第１１条～第２０条 （略） 

  

（評価書等） （評価書等） 

第２０条 （略） 第２０条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 条例第１８条第２項の規則で定める物については、第２条第３項の規定

を準用する。この場合において、同項中「調査計画書等」とあるのは、「評

価書等」と読み替えるものとする。 

３ 条例第１８条第２項の規則で定める物は、評価書等の内容のうち知事が

指定した事項に係る部分を記録した磁気ディスク又は光ディスクとする。 

  

（事業者による評価書等の公表） （新設） 

第２０条の２条例第１９条第２項において準用する条例第６条第２項の規定

による評価書等の公表については、第５条の２の規定を準用する。この場

合において、同条中「調査計画書等」とあるのは「評価書等」と読み替え

るものとする。 
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第２２条～第２７条 （略） 第２２条～第２７条 （略） 

  

（事後調査書等） （事後調査書等） 

第２８条 （略） 第２８条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 条例第３０条の２第２項の規則で定める物については、第２条第３項の

規定を準用する。この場合において、同項中「調査計画書等」とあるのは

「事後調査書等」と読み替えるものとする 

３ 条例第３０条の２第２項の規則で定める物は、事後調査書等の内容のう

ち知事が指定した事項に係る部分を記録した磁気ディスク又は光ディスクと

する。 

  

（事業者による事後調査書等の公表） （新設） 

第２８条の２ 条例第３０条の３第２項において準用する条例第６条第２項

の規定による事後調査書等の公表については、第５条の２の規定を準用す

る。この場合において、同条中「調査計画書等」とあるのは、「事後調査

書等」と読み替えるものとする。 

 

  

第２９条 （略） 第２９条 （略） 

  

（都市計画対象事業） （都市計画対象事業） 

第３０条 （略） 第３０条 （略） 

２ 条例第３１条第１項の規定及び前項の規定により都市計画決定権者が環

境影響評価及び事後調査に関する手続その他の行為を行う場合における条

例第二章第一節から第六節まで（条例第２３条第４項、第２４条及び第２

６条の２を除く。）の規定の適用については、次の表の上欄に掲げる規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替

えるものとする。 

２ 条例第３１条第１項の規定及び前項の規定により都市計画決定権者が環

境影響評価及び事後調査に関する手続その他の行為を行う場合における条

例第二章第一節から第六節まで（条例第２３条第４項、第２４条及び第２

６条の２を除く。）の規定の適用については、次の表の上欄に掲げる規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替

えるものとする。 

 第４条第１項

～第４条第２

項第２号 

（略） （略）   第４条第１項

～第４条第２

項第２号 

（略） （略）  

 第 ４条第 ３

項、第５条、

第６条第２項

（第１２条第

２項、第１９

（略） （略）   第４条第３項、

第５条、第７

条及び第８条 

（略） （略）  
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条第２項及び

第３０条の３

第２項におい

て準用する場

合を含む。）、

第 ６条の ２

（第１３条第

２項において

準用する場合

を含む。）、

第７条及び第

８条 

 第８条の２第

１項～第１１

条 

（略） （略）   第８条の２第

１項～第１１

条 

（略） （略）  

    

 第１２条第１

項 

（略） （略）   第１２条 （略） （略）  

 第１３条第１

項、第１４条

から第１６条

まで及び第１

８条 

（略） （略）   第１３条から

第１６条まで

及び第１８条 

（略） （略）  

 第２０条～第

２９条第２項 

（略） （略）   第２０条～第

２９条第２項 

（略） （略）  

 第３０条の２ （略） （略）   第３０条の２ （略） （略）  

 （略） （略） （略）   （略） （略） （略）  

３ （略） ３ （略） 

４ 都市計画決定権者が第２項の規定により読み替えて適用される条例第１

２条第１項の規定による公告の日（同項の規定により読み替えて適用され

る条例第２１条第１項の規定により条例第１２条第１項の規定の例による

公告を行う場合にあっては、当該公告の日）から３年以内に当該都市計画

対象事業に係る評価書を知事に提出しないときは、都市計画決定権者は、

再び前３項の規定による環境影響評価及び事後調査に関する手続その他の

行為を行わなければならない。 

４ 都市計画決定権者が第２項の規定により読み替えて適用される条例第１

２条の規定による公告の日（同項の規定により読み替えて適用される条例

第２１条第１項の規定により条例第１２条の規定の例による公告を行う場

合にあっては、当該公告の日）から３年以内に当該都市計画対象事業に係

る評価書を知事に提出しないときは、都市計画決定権者は、再び前３項の

規定による環境影響評価及び事後調査に関する手続その他の行為を行わな

ければならない。 
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５～８ （略） ５～８ （略） 

９ 知事は、条例第１９条第１項の規定による公告を行った後に、関係地域

の環境の状況の変化その他の特別の事情により、都市計画対象事業の実施

において環境保全上の適正な配慮をするために条例第９条第７号、第１０

号若しくは第１２号又は第２項の規定により読み替えて適用される条例第

９条第９号若しくは第１１号に掲げる事項を変更する必要があると認める

ときは、事業者に対し、当該変更後の都市計画対象事業について、更に条

例第２章第１節から第６節までの規定の例による環境影響評価及び事後調

査に関する手続その他の行為を行うよう求めることができる。 

９ 知事は、条例第１９条の規定による公告を行った後に、関係地域の環境

の状況の変化その他の特別の事情により、都市計画対象事業の実施におい

て環境保全上の適正な配慮をするために条例第９条第７号、第１０号若し

くは第１２号又は第２項の規定により読み替えて適用される条例第９条第

９号若しくは第１１号に掲げる事項を変更する必要があると認めるときは、

事業者に対し、当該変更後の都市計画対象事業について、更に条例第２章

第１節から第６節までの規定の例による環境影響評価及び事後調査に関す

る手続その他の行為を行うよう求めることができる。 

  

第３１条 （略） 第３１条 （略） 

  

（事業者の行う環境影響評価との調整） （事業者の行う環境影響評価との調整） 

第３２条 事業者が条例第４条第１項の規定により調査計画書を作成してか

ら知事が条例第６条第１項の規定による公告を行うまでの間において、当

該調査計画書に係る対象事業等を都市計画に定めようとする都市計画決定

権者が、事業者及び知事にその旨を通知したときは、当該都市計画に係る

対象事業についての条例第３１条第１項の規定及び第３０条第１項の規定

は、事業者がその通知を受けた時から適用する。この場合において、事業

者は、その通知を受けた後、直ちに当該調査計画書、これを要約した書類、

環境に影響を及ぼす地域に関する基準に該当すると認める地域を記載した

書類及びこれらの内容を記録した磁気ディスク又は光ディスクを都市計画

決定権者に送付しなければならない。 

第３２条 事業者が条例第４条第１項の規定により調査計画書を作成してか

ら知事が条例第６条の規定による公告を行うまでの間において、当該調査

計画書に係る対象事業等を都市計画に定めようとする都市計画決定権者

が、事業者及び知事にその旨を通知したときは、当該都市計画に係る対象

事業についての条例第３１条第１項の規定及び第３０条第１項の規定は、

事業者がその通知を受けた時から適用する。この場合において、事業者は、

その通知を受けた後、直ちに当該調査計画書、環境に影響を及ぼす地域に

関する基準に該当すると認める地域を記載した書類及び当該調査計画書の

内容を記録した磁気ディスク又は光ディスクを都市計画決定権者に送付し

なければならない。 

２ （略） ２ （略） 

３ 知事が条例第６条第１項の規定による公告を行ってから条例第１２条第

１項の規定による公告を行うまでの間において、これらの公告に係る対象

事業等を都市計画に定めようとする都市計画決定権者が事業者並びに知事

及び調査計画書の写しの送付を受けた市町村長にその旨を通知したときは、

事業者は、当該対象事業に係る準備書を作成していない場合にあっては作

成した後速やかに、準備書を既に作成している場合にあっては通知を受け

た後直ちに、当該準備書及びこれを要約した書類（以下この項において「準

備書等」という。）並びに当該準備書等の内容を記録した磁気ディスク又

は光ディスク（以下この項において「特定磁気ディスク等」という。）を

都市計画決定権者に送付するものとする。この場合において、当該都市計

３ 知事が条例第６条の規定による公告を行ってから条例第１２条の規定に

よる公告を行うまでの間において、これらの公告に係る対象事業等を都市

計画に定めようとする都市計画決定権者が事業者並びに知事及び調査計画

書の写しの送付を受けた市町村長にその旨を通知したときは、事業者は、

当該対象事業に係る準備書を作成していない場合にあっては作成した後速

やかに、準備書を既に作成している場合にあっては通知を受けた後直ちに、

当該準備書及びこれを要約した書類（以下この項において「準備書等」と

いう。）並びに当該準備書等の内容のうち知事が指定した事項に係る部分

を記録した磁気ディスク又は光ディスク（以下この項において「特定磁気

ディスク等」という。）を都市計画決定権者に送付するものとする。この
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画に係る対象事業については、条例第３１条第１項の規定及び第３０条第

１項の規定は、都市計画決定権者が当該準備書等及び特定磁気ディスク等

の送付を受けたときから適用する。 

場合において、当該都市計画に係る対象事業については、条例第３１条第

１項の規定及び第３０条第１項の規定は、都市計画決定権者が当該準備書

等及び特定磁気ディスク等の送付を受けたときから適用する。 

４ （略） ４ （略） 

５ 知事が条例第１２条第１項の規定による公告を行ってから条例第１９条

第１項の規定による公告を行うまでの間において、第３項の都市計画につ

き都市計画法第１７条第１項（同法第２１条第２項において準用する場合

及び同法第２２条第１項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）

の規定による公告が行われたときは、当該都市計画に係る対象事業につい

ては、事業者が引き続き条例第２章第２節から第６節までの規定による環

境影響評価及び事後調査に関する手続その他の行為を行うものとし、条例

第３１条第１項の規定及び第３０条第１項の規定は、適用しない。この場

合において、知事が条例第１９条第１項の規定による公告を行った後、事

業者は、速やかに、都市計画決定権者に当該公告に係る評価書及びこれを

要約した書類を送付しなければならない。 

５ 知事が条例第１２条の規定による公告を行ってから条例第１９条の規定

による公告を行うまでの間において、第３項の都市計画につき都市計画法

第１７条第１項（同法第２１条第２項において準用する場合及び同法第２

２条第１項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）の規定によ

る公告が行われたときは、当該都市計画に係る対象事業については、事業

者が引き続き条例第２章第２節から第６節までの規定による環境影響評価

及び事後調査に関する手続その他の行為を行うものとし、条例第３１条第

１項の規定及び第３０条第１項の規定は、適用しない。この場合において、

知事が条例第１９条の規定による公告を行った後、事業者は、速やかに、

都市計画決定権者に当該公告に係る評価書及びこれを要約した書類を送付

しなければならない。 

  

別表第１（第１条関係） 別表第１（第１条関係） 

 区分 対象事業   区分 対象事業  

 １～２０ （略）   １～２０ （略）  

 備考 この表において「特別の地域」とは、次に掲げる地域をいう。   備考 この表において「特別の地域」とは、次に掲げる地域をいう。  

 １ （略）   １ （略）  

 ２ 自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）第２０条第１項の

規定により指定された国立公園又は国定公園の特別地域 

  ２ 自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）第１３条第１項の

規定により指定された国立公園又は国定公園の特別地域 

 

 ３～７ （略）   ３～７ （略）  

  

別表第２（第３条関係） 別表第２（第３条関係） 

（略） （略） 

  

別表第３（第７条関係） 別表第３（第７条関係） 

 対象事業の種類 行為   対象事業の種類 行為  

 １ （略）   １ （略）  

 ２ イ （略） 

ロ 道路整備特別措置法（昭和３１年法律第

７号）第３条第１項若しくは第１０条第１

  ２ イ （略） 

ロ 道路整備特別措置法（昭和３１年法律第７

号）第３条第１項、第１０条第１項又は第１

 



8/8  

項による許可の申請又は第１８条第１項の

規定による条例の制定 

８条第１項の規定による許可の申請 

 ２の２ 林道の

新設及び改築 

イ （略） 

ロ 自然公園法第２０条第３項の規定による

許可の申請又は同法第６８条第１項（同法

第７９条第２項においてその例によること

とされる場合を含む。）の規定による協議 

  ２の２ 林道の

新設及び改築 

イ （略） 

ロ 自然公園法第１３条第３項の規定による許

可の申請又は同法第５６条第１項（同法第６

６条第２項においてその例によることとされ

る場合を含む。）の規定による協議 

 

   ハ～ト （略）     ハ～ト （略）  

 ３～７ （略）   ３～７ （略）  

 ８ ごみ処理施

設、し尿処理施

設、最終処分場

及び産業廃棄

物中間処理施

設の設置及び

その施設の変

更 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第８条第

１項若しくは第９条第１項の規定による許可

の申請、同法第９条の３第１項の規定による

届出又は同法第１５条第１項若しくは第１５

条の２の６第１項の規定による許可の申請 

  ８ ごみ処理施

設、し尿処理

施設、最終処

分場及び産業

廃棄物中間処

理施設の設置

及びその施設

の変更 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第８条第

１項若しくは第９条第１項の規定による許可の

申請、同法第９条の３第１項の規定による届出

又は同法第１５条第１項若しくは第１５条の２

の五第１項の規定による許可の申請 

 

 ９ 終末処理場

の設置及びそ

の施設の変更 

下水道法第４条第２項又は第２５条の３第２

項（同条第７項において準用する場合を含む。）

の規定による協議 

  ９ 終末処理場

の設置及びそ

の施設の変更 

下水道法第４条第１項又は第２５条の３第１項

（同条第４項において準用する場合を含む。）

の規定による認可の申請 

 

 １０～１７ （略）   １０～１７ （略）  

  

 


